
宝仙学園中学校・高等学校 

いじめに対する基本的な考え方 

はじめに 

いじめは、いじめを受けた生徒の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な

危険を生じさせるおそれがある行為である。 

本校は、「いじめ防止対策推進法」（平成 25 年法律第 71 号）及び文部科学省のいじめ防止等のための基本的な方針の趣旨を踏ま

え、すべての生徒が安心して学校生活を送ることができる環境を整えるため、いじめの防止・早期発見・適切な対処に、学校全体

として組織的に取り組む。 

本文書は、その取組の基本的な考え方を定めるものである。 

Ⅰ いじめの定義 

「いじめ」とは、本校に在籍する生徒に対して、当該生徒と一定の人間関係にある他の生徒が行う心理的又は物理的な影響を与え

る行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているもの

をいう。（いじめ防止対策推進法第２条） 

いじめの認定にあたっては、行為の表面的・形式的な判断にとどまらず、いじめを受けた生徒の立場に立って判断する。 

Ⅱ いじめに関する基本認識 

本校は、以下の認識のもとにいじめ問題に取り組む。 

  

・ いじめは、いかなる理由があろうとも許されない行為であり、人権侵害にあたる。 

・ いじめは、どの生徒にも、どのクラスにも、どの学校にも起こりうる問題である。 

・ いじめはその態様によっては、暴行・恐喝・強要等の犯罪行為に該当する場合がある。 

・ いじめは大人の目の届かないところで行われることが多く、教職員は常に意識的に生徒の状況を把握することが求められ

る。 

・ いじめを受けた側に問題があるという見方は誤りであり、いじめられる側に責任を求めてはならない。 

・ いじめは学校・家庭・地域・関係機関が連携して、社会全体で取り組む問題である。 

Ⅲ いじめの未然防止 

本校は、いじめが起こらない学校・学級づくりを目指し、すべての教育活動を通じて、生徒の豊かな情操と道徳心を育み、良好な

人間関係の構築に取り組む。 

また、生徒が自己肯定感を高め、安心して生活できる居場所づくりを進めるとともに、保護者・地域と連携した啓発活動を行う。 



 

 

Ⅳ いじめの早期発見 

本校は、いじめの早期発見のため、日常的な観察・面談・アンケート等を通じて生徒の状況把握に努める。 

いじめの兆候を察知した教職員は、一人で抱え込まず、速やかに学校全体で情報を共有する。また、生徒・保護者が相談しやすい

環境づくりに継続的に取り組む。 

Ⅴ いじめへの対処 

いじめの疑いが生じた場合、本校は被害生徒の安全確保を最優先に、組織的かつ迅速に対応する。対応にあたっては、「いじめ防

止対策委員会」を中心に、関係教職員が連携して事実確認・支援・指導・保護者対応を行う。 

いじめが犯罪行為に該当すると認められる場合や、生徒の生命・身体・財産に重大な被害が生じるおそれがある場合には、警察等

の関係機関と連携して対応する。 

Ⅵ 重大事態への対処 
いじめにより生徒の生命・心身・財産に重大な被害が生じた疑いがある場合、または、いじめにより生徒が相当期間にわたって欠

席を余儀なくされている疑いがある場合には、いじめ防止対策推進法第 28 条に基づく重大事態として対処する。 

重大事態が発生した場合には、速やかに調査組織を設置し、事実関係を明確にするための調査を行うとともに、東京都私学部への

報告を行う。調査結果については、被害生徒及びその保護者に適切に提供する。 

Ⅶ 組織体制と関係機関との連携 

本校は、いじめ問題への組織的対応を推進するため、校長のリーダーシップのもと「いじめ防止対策委員会」を設置する。教職員

はいじめの疑いを把握した場合、一人で抱え込まず即時に報告し、学校全体の組織的対応につなげる。 

解決が困難な事案については、東京都私学部・警察・福祉事務所・弁護士等の専門家と連携して対応する。 

Ⅷ 考え方の見直し 

考え方は、法令・通知の改正、学校の実情の変化等に応じて、適宜見直しを行う。 

  

  

以 上 
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